
「キャッシュレスビッグバーン」到来　2019年はお得なキャンペーン
がいっぱい

2019年はキャッシュレス化が一気に進行する年となりそうだ。2019年10月に消費税が8％から10％に
引き上げられるのを機に、日本政府が景気対策として、キャッシュレス決済を行うとポイントを還元す
る施策を打ち出したためだ。

三菱UFJニコスなどのクレジットカード、PayPayなどのスマートホンQR・バーコード決済サービス、
イオングループのWAONなどの電子マネー、JR東日本のSuicaなどでの支払いが対象になる。

日本政府はポイント還元に2798億円を投入する予定で、2019年10月から2020年の東京オリンピック
開催前までの9カ月間、ポイント還元を実施する。

消費税2％アップに対し、商品やサービス利用額の最大５％が還元されるため、現金からキャッシュレ
スへの動きが急加速するのは間違いない。

新規参入が続々

こうした動きを取り込もうとさまざま企業がさまざまな対策を打ち出すのも2019年の特徴となりそう
だ。

すでに明らかになっているのは、みずほフィナンシャルグループによるスマートホンQR・バーコード
決済サービス。３メガバンクでは初の試みで、2019年3月にもサービスをスタートさせる計画という。

消費者は無料でこのサービスを利用でき、小売店がみずほに支払う手数料もクレジットカードの手数料
より低くなる見込みだ。

小売店側の動きもある。ユニー・ファミリーマートホールディングスはスマートホン専用の電子マネー
決済サービスを2019年7月から全国約1万7000店で始めるという。

このほかローソンやセブン＆アイ・ホールディングスでもスマートホン決済のサービスを導入。それぞ
れが顧客の囲い込みを強化する。

これら新規参入組を迎え打つ、先発組もさまざまな対策を打ち出すことは必至。



お得なキャンペーンがいっぱい

2018年12月にスマートホンによるQR・バーコード決済促進のためのキャンペーン「100億円あげちゃ
うキャンペーン」を実施したところ、人気が沸騰。わずか10日で還元金額が100億円に達し、キャンペ
ーンを打ち切ったPayPayは、第2弾のキャンペーンを打ち出す意向を表明している。

2018年末まで20％還元キャンペーンを実施していたLINE
Payは、同キャンペーンを「12月Special」と位置付けており、引き続き他の月でもキャンペーンを打
ち出す公算が高い。

楽天＜4755＞は電子マネーEdyを使用した店舗数が100万店に達すると、抽選で最大1万円分のポイン
トが当たる「100万シャリーンプロジェクト」を2019年1月20日まで実施中だ。

このほかにも多くの企業がキャッシュレス需要の取り込みのために、あの手この手の対策を打ってくる
のは間違いなく、消費者にとってお得なキャンペーンがいっぱい登場しそう。2019年は正に“キャッ
シュレスビッグバーン”の年となりそうだ。

文：M＆A Online編集部


